
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

 

平成２２年５月２１日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）：本研究は，市街地火災安全基準の性能規定化を目指すために必要な基

礎的条件を整理し，数理的アプローチによる防火性能評価手法の提案を行うことを目的とする

ものである．主たる研究成果としては，(1)市街地火災安全性の変遷とその要因を分析したこと， 

(2)市街地火災の根本的な原因の一つである地震時出火に対する対策効果に関して数理的に評

価したこと，(3)地震時火災時の広域避難計画について現行の避難計画の改善を図る数理的計画

手法を提案したこと，(4)広域避難安全性確保から見た市街地の延焼危険性に要請されるレベル

を明らかにしたこと，などである． 

 
研究成果の概要（英文）：This study aims to identify the dominant factors for evaluating 
the level of fire safety in urban area from performance specifications point of view, 
and to make a proposal for evaluating the safety level based on mathematical approach. 
Principal results of this study are as follows; (1)to analyze the transition of the level 
of fire safety and its dominant factors, (2)to develop the evaluation model of fire 
breakout after a big earthquake and to evaluate the countermeasure against fire breakouts, 
(3)to propose the method of the new wide area evacuation plan from post-earthquake fire, 
(4)required safety level of urban fire from securing safety level of wide area evacuation 
from post-earthquake fire 
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１．研究開始当初の背景 
 建築物の火災安全性評価は，2000 年 6月に
施行された改正建築基準法施行によって，性
能規定化と評価プロセスの透明化を指向し
ている．ところがその一方で，建築基準法の

防火に関する集団規定は従来とほとんど変
更がなく，この点に関する基準等の合理化や，
性能評価に基づく設計方法は積み残されて
いる． 
しかしながら，阪神・淡路大震災の事例に
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象徴されるように，我が国の市街地に一般に
広く分布する木造住宅密集地域が，耐震性に
対しても防火性に対しても大きな問題とな
っているとともに，このような木造住宅密集
地域の多くが都市計画法の地域地区として
定める防火地域指定上の準防火地域にある
という事実も，木造密集地域の火災安全性の
議論における地域制ならびに具体的技術基
準である防火に集団規定のあり方を問うて
いる状況にある． 
 
２．研究の目的 

以上の観点から，本研究は，市街地火災安
全基準の性能規定化を目指すために必要な
基礎的条件を整理し，数理的アプローチによ
る防火性能評価手法の提案を行うことを目
的とするものである． 
 
３．研究の方法 
 地震時の市街地火災リスクを数理的に扱
うために，リスク要因を，(1)延焼拡大に伴
う物的被害リスク，(2)延焼拡大によって余
儀なくされる広域避難時の避難リスク（火災
に巻き込まれ避難不能となる可能性），の 2
点に注目する．これらのリスクを定量的に分
析するため，(a)地震出火の発生メカニズム，
(b)出火後の延焼拡大メカニズム，(c)消防力
運用による延焼拡大抑止メカニズム，(d)市
街地火災からの広域避難の行動メカニズム，
等を数理的に記述し，これらのモデルを用い
て，主としてコンピュータシミュレーション
を行うことにより，上記の(1)延焼拡大に伴
う物的被害リスク，ならびに(2)延焼拡大に
よって余儀なくされる広域避難時の避難リ
スク，を評価しその結果から，市街地の延焼
危険性に要請されるレベルを明らかにする． 
 
４．研究成果 
(1)市街地火災安全性の変遷とその要因分析 
①分析の方法 

地域に固有の市街地火災に対する特性は，
用途地域指定に代表される都市計画的要因
や社会経済的要因等，様々な要素によって規
定されている．これらのうち，どのような要
因が市街地の変容に影響を及ぼし，市街地の
防火性能を変えているのかを把握すること
は市街地防火対策上重要な視点である．以上
の観点から，ここでは，市街地の延焼危険性
に影響を与えている要因を把握し，今後市街
地火災を低減させていく対策を講ずる上で
の一助とする． 

東京消防庁が概ね 5年ごとに行っている市
街地状況調査から最新の第 7回のデータを用
いて，延焼危険性を表す指標である不燃領域
率及びセミグロス CVF を算出した．また，東
京都が整備している「東京都都市計画地理情
報システム」を用いて町丁目単位で用途地域

の占める割合をそれぞれ求めた． 
以上，3 つの指標を元に延焼危険性が高い

地域を抽出した．各指標の選定基準は以下の
通りである．3 つ全ての基準を満たす地域を
抽出した． 

・不燃領域率：70%未満 
・セミグロス CVF：0.55 以上 
・住居系＋近隣商業地域に指定された面積

の占める割合が 50%以上 
この結果，特別区では 3130 の町丁目（第 7

回市街地状況調査による）の中から 608，多
摩地区では 1993 の町丁目（第 7 回市街地状
況調査による）の中から 425 の町丁目が抽出
された． 
抽出した地域を対象として，延焼危険性を

表す指標である不燃領域率を増加，減少の 2
種類に分類して分析を行う．不燃領域率が増
加あるいは減少と要因分析の方法としては
判別分析を用いた． 
②分析結果と延焼危険性増大抑止の対策 
a)特別区に関する分析 
不燃領域率の増減を規定する要因として，

第一種及び第二種低層住居専用地域指定割
合，防火地域指定割合，人口密度が抽出され
た．これらの指標を基に市街地の変容に関し
て分析を行った結果，空地への宅地化による
不燃領域の減少，また敷地の細分化により可
燃構造の戸建て住宅が密集してきているこ
とが予想され，その要因として第一種及び第
二種低層住居専用地域に指定されている面
積の割合が高い可能性が示唆された． 
b)多摩地区に関する分析 
 不燃領域率の増減を規定する要因として，
第一種及び第二種中高層住居専用地域指定
割合，近隣商業地域割合，準防火地域指定割
合が抽出された．これらの指標を基に市街地
の変容に関して分析を行った結果，未開発地
への戸建て住宅のミニ開発進行による不燃
面積の減少が予想された．その要因として第
一種及び第二種低層住居専用地域に指定さ
れた面積の割合が相対的に高いことが，また
建物の不燃化が進まない要因として準防火
地域に指定された面積の割合が相対的に低
い可能性が示唆された． 
c)延焼危険性増加を抑止するための対策 
 不燃領域率が増加している地域について
の仮説についても同様に分析を行った結果，
特別区では防火地域の指定状況及び人口密
度の高さとの関係が示された．人口密度の高
さは集合住宅の数と関係すると考えられ，集
合住宅は耐火構造であることから，住宅地に
おける集合住宅の建設推進によって高度利
用と共に不燃化を実現することが考えられ
る．しかしながら，一方で人口減少時代にお
いて既存戸建て住宅地の高度利用化には問
題点も多い．特別区においては，戸建て住宅
の建設に対して一定の構造的制約をより積



 

 

極的に課し，可燃建築物の密集化を避けるこ
とが重要な視点となろう． 

多摩地区では，第一種及び第二種中高層住
居専用地域，近隣商業地域，準防火地域の指
定状況との関係が示された．ほぼ全域が防火
地域もしくは準防火地域に指定されている
特別区と比較すると，多摩地区は未だ無指定
である地域が多く残存している．そのような
地域において近年住宅の開発が進行してい
ることから，準防火地域の指定のみによって
防火造等の可燃性の戸建て住宅の建設を抑
制することは難しいが，市街地は戸建て住宅
のみで成立しているわけではなく，今後多摩
地区については，開発が予定されている区域
に対して事前に準防火地域指定を行い，一定
規模以上の建築物の防火性能を確保すると
ともに，併せて戸建て住宅への構造的制約を
課すなどの検討も含めて，一定の防火性能を
有した建築物の建設を図っていくことが，木
造密集市街地の再生産を防止する上で重要
である．  
 
(2)地震時出火に対する対策効果の分析 
①分析の方法 

ここでは，地震火災時の安全性確保の主要
な要因の一つである地震時出火に着目し，在
宅・不在の状況が単純な単身世帯の典型例で
ある大学生・大学院生を対象として在宅状況
を考慮した出火率を算出することによって，
その出火可能性を把握するとともに，在宅・
不在それぞれにおける出火可能性を比較し
て，生活パターンが出火可能性に及ぼす影響
を明らかにする．これによって，在宅状況に
応じた効果的な出火防止対策を提案する． 

東京消防庁の地震時出火危険度算定法に
代表される既存の出火率算定法は，家人や従
業員等の在宅を前提として建物用途や地域
ごとの出火危険性を算定したものであり，在
宅状況を考慮して評価を行っているわけで
はない．今後，現代の生活様式を反映した，
より多様な生活パターンに対応した地震時
出火可能性を評価するためには，既存の方法
に加え在宅状況を考慮した地震時出火危険
性を評価する必要があるため，本研究では，
在宅状況を考慮した出火確率算定法を新た
に開発し，これを用いて分析を行った． 
②在宅状況および器具の所有・使用状況調査 
 在宅状況を考慮した器具の出火確率や住
宅の出火件数期待値を算出するには，器具の
所有・使用状況や在宅状況等を調査する必要
がある．そこで本研究では筑波大学生を対象
としたアンケート調査を行い，その在宅率や
器具の使用率を求め，出火率算出に用いるこ
ととした．また，各器具の外出時・不使用時
の取扱状況や，地震・火事に対する日頃の備
えについてもあわせて調査し，火気放置状況
や止火行動についての実態を把握，分析した． 

③分析結果と効果的な出火防止対策を提案 
a)在宅状況を考慮した新しい出火率算出方
法の提案 
本研究では既存の出火率算出方法に新た

に在宅率というパラメータを加えることに
より，在宅状況を考慮した出火率算出方法を
構築することにより，火災発生に大きく影響
する人々の行動パターンのうちその在宅状
況に応じた出火率の算出が可能となった． 
ｂ)単身学生を対象としたｱﾝｹｰﾄ調査結果 
筑波大学生を対象として，火気・電気器具

の使用・所有状況および在宅状況についてア
ンケート調査を行った．火気・電気器具の取
扱状況では多くの学生が外出時・不使用時に
スイッチを切るという行動をとっていると
回答したが，実際にはそのように回答してい
ても不在時の使用者が各器具でみられるな
ど，徹底されていないということが明らかと
なった． 
c)筑波大学生の住まいにおける地震時の出
火率・出火件数期待値 
使用状況，所有状況によって違いがみられ

たが，器具によっては不在使用者の多い時間
帯で不在時の出火率が占める割合が高いも
のもあった．出火戸数でみると，震度 7の地
震が発生したとき，冬の夜間で暖房器具の使
用状況が影響し，1 万戸に 5 戸以上という非
常に高い割合で出火する可能性があるとい
うことが判明した． 
d)地震時出火防止対策とその効果の評価 
本研究では 5 つの出火防止対策を提案し，

その対策効果を算出した．家具の転倒防止対
策の一部で低減効果がみられないものもあ
ったが，それらを除いたすべての対策でその
効果が得られることが判明した．特に，安全
性の高い器具の使用を促し，全員が安全性の
高い器具を使用すれば，震度によって 80%～
100%ほどの高い低減効果が期待できること
を明らかにした．暖房器具を集中冷暖房とし
て管理することも同程度に効果的である． 
  

(3)地震時火災時の新たな広域避難計画提案 
①分析の方法 
東京都地域危険度測定調査の評価項目に

は，建物倒壊危険度，火災危険度とならんで
避難危険度が挙げられている．この東京都に
よる避難危険度の算定は，地域の空間特性と
人口分布等を考慮しているという意味で重
要な手法であるが，たとえば一町丁目にひと
つの避難場所を指定して評価したり，避難経
路上の火災（出火・延焼）リスクを十分に考
慮した避難割り当てにはなっていないなど，
いくつかの課題も残されている．ここでは，
これらの課題を可能な限り解消して避難リ
スクの軽減を図るための広域避難計画（避難
場所の割り当てならびに避難経路の割り当
て）を策定するために，避難経路上の火災（出



 

 

火・延焼）リスクが避難リスクに及ぼす影響
を明示的に評価する新たな手法を提案し， 
この手法を具体の地域に対して適用するこ
とで，広域避難計画策定の可能性について検
討する． 
②出火・延焼ﾘｽｸを考慮した避難危険評価 

本研究では，定量的な避難リスクの評価が
できるように，地震後に発生する市街地火災
の延焼領域に巻き込まれることなく，避難場
所まで避難する可能性を目的関数として，こ
れを最大化すること実現する避難経路を選
択するモデルを開発した．さらに，この考え
方を応用することにより，対象領域全体の広
域避難場所までの避難到達確率を最大化を
実現する避難圏域割り当てにも言及できる
モデルを開発した． 
③提案モデルに基づく試算結果 

東京都の一区程度の大きさを対象として
提案モデルを適用した結果，多数の町丁目に
おいて最短経路を用いて避難するよりも提
案手法の適用の結果得られた結論のように，
多少の回り道をしてでも火災・延焼の危険度
の高い地域の通過を避けた方が避難時に火
災に巻き込まれる確率が低くなることが判
明した. 

また，提案した避難経路選択手法を用いて
無事に避難場所まで到着できる住民の数の
期待値を最大とするように目的関数を設定
して避難場所の割当て手法を線形計画法を
用いて算出し, 従来手法と提案手法とで大
田区における避難可能人数の期待値を比較
した．その結果，従来手法と比べて, 本提案
手法を用いることで大田区全体における避
難可能人数期待値の大幅な増加がみられた.  

以上の結果より，本研究で提案した震災発
生時における出火・延焼リスクを考慮に入れ
た新たなリスク評価指標を用いることによ
り，避難時に住民が火災に巻き込まれるリス
クを軽減するような経路選択及び避難場所
の割り当てが可能となった. 
 
(4)広域避難安全性確保から見た市街地が学

補すべき火災安全性のレベル 
①分析の方法 

ここでは大地震の発生により甚大な被害
の発生が危惧されており，また市街地の大半
が面的に準防火地域に指定されている東京
都特別区を対象とし，地震火災からの広域避
難時における被災可能性を定量的に評価す
ることによって，広域避難の観点から見た市
街地の確保すべき火災に対する安全水準に
ついて考察を行うことにより，準防火地域が
確保するべき地震火災に対する安全性検討
のための基礎的知見を得る 
②避難シミュレーションモデルの構築 

広域避難の観点からリスク評価を行うた
め，前述の(3)のような政策的モデルではな

く，避難者の行動を記述する行動記述モデル
に基づく避難シミュレーションモデルを開
発した．このモデルは，対象領域の各地域の
特性を表現する 250m×250m のメッシュによ
る市街地において，避難者の行動を記述する
ものであり，出火・延焼拡大サブモデルと避
難行動サブモデルにより構成される． 
出火・延焼拡大サブモデルでは，出火件数，

場所，時刻を設定し，避難行動サブモデルで
は，出火・延焼拡大サブモデルによって計算
される延焼拡大の状況に応じて，避難者の行
動をシミュレートする．最終的に広域避難場
所にたどり着く確率や，延焼面積など避難行
動に影響を及ぼす火災関係指標の算出する．  
 これまでの避難モデルと比較すると，火災
状況の認知に不完全情報の概念を取り入れ
たこと，火災認知の進展にしたがって避難途
中の経路変更を考慮したこと，火災が発生し
ている市街地の通行可否の不確実性を考慮
したことが特色としてあげられる． 
③分析結果と市街地火災安全性向上対策 
a)分析結果 
 シミュレーション実験の結果，得られた知
見は下記の通りである． 
・平常時における不慮の事故のリスクと比較

すると，地震火災からの広域避難時の被災
可能性は低い． 

・延焼速度が高い地域を優先的に整備する整
備方針（最低値確保型）において被災可能
性を限りなく 0にするには，面的に延焼速
度 10～20[m/h]程度を確保する必要がある． 

・最低値確保型のような局所的な改善方針は，
被災可能性の改善の地域格差を生じさせ
うる． 

・現状の延焼速度に関わらず，全域を少しず
つ整備する整備方針（改善割合型）におい
て被災可能性を限りなく 0にするには，現
状から 20～40[%]程度の延焼速度の改善が
必要である． 

・改善割合型のような面的な改善を行う整備
方針は，広域な移動が必要である広域避難
という観点からは効果的である可能性が
示唆された． 

b)市街地火災安全性向上対策 
各種パラメータを変化させることによる

実験結果より，市街地整備と併せて実施して
いくべき対策についてまとめる． 
・出火件数を減少させることは火災が発生し

ている経路の選択機会を減少させること
から被災可能性の大幅な改善が期待でき
る．したがって，出火対策がなされている
器具への買い換えを促進することは広域
避難という観点からも好ましい． 

・群集密度の緩和は歩行速度の円滑化を促し，
火災発生地域通行時の経路変更可能性を
減少させる可能性があることより，避難道
路の増設や適切な誘導方策の検討が重要



 

 

である． 
・火災状況に応じた速やかな避難開始は，火

災による危険性が顕在化する前の避難を
可能とすることから，適切な避難指示とそ
れによって避難を開始する住民の決断力
の醸成が重要となる． 
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